
異業種ペルソナマーケティング AI 推進協議会 規約 

 

（定義） 

第１条 本規約において用いられる用語の意味は、次のとおりとする。 

 （１）ペルソナ 

マーケティングにおいて商品やサービスの典型的で象徴的なユーザー像のことを指

す。ここでは、人工知能(AI)を活用しユーザーの行動データから抽出したペルソナを

指す。 

 （２）ペルソナマーケティング 

AI を活用してペルソナを抽出し、デジタルマーケティングに利用することをいう。 

 （３）ペルソナ利用活動成果 

異業種ペルソナマーケティング AI 推進協議会の活動成果のうち、ペルソナマーケテ

ィングを含むペルソナ利用方法及び利用に関わるもの（以下、「活動成果」という。）

をいう。 

（４）秘密情報 

第２条に定める目的のために開示する異業種ペルソナマーケティング AI 推進協議会

の役員及び会員の保有する発明、ノウハウ、アイデア、企画、設計、仕様、画面、ソ

フトウェア、データその他の技術及び営業に関する情報であって、秘密情報である旨

または当該情報を秘密として保持すべき旨の指定が明白に記された書面またはその

他の有形様式（電子データを含む。）の情報をいう。また、口頭またはプレゼンテー

ション等の無形様式により開示された情報については、開示の際に秘密である旨告知

し、かつ当該開示から３０日以内に秘密情報である旨及びその要旨が書面または電子

データで通告された情報をいう。 

 

（目的） 

第２条 「異業種ペルソナマーケティング AI 推進協議会」（以下、「本会」という。）は、

国立研究開発法人科学技術振興機構 （以下、「JST」という。）の戦略的創造研究推進事

業が行った「イノベーション創発に資する人工知能基盤技術の創出と統合化」の公募に

おいて採択された研究課題「異種ドメインユーザの行動予測を可能にするペルソナモデ

ルの転移技術」において、本会の会員と連携し、ペルソナマーケティングを含むペルソ

ナ利用に関する①課題・ニーズの抽出、②実証及び検証、③実用化・事業化の検討、④

技術や活動成果の本会内での共有及び対外発信を行うことを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するための活動を行う。 

２ 本会の活動は、総会、役員会、ワーキンググループで行う。ワーキンググループでは、



技術開発や実証及び検証に関する合意形成や意見募集を行う。 

 

（会員） 

第４条 本会の会員は、第２条に定める目的に賛同し、本規約への同意を表明する所定の

入会申込を事務局に提出し、事務局より承認書を受領した者とする。 

２ 会員は、ペルソナを利用した実証及び検証に可能な範囲で参加を行う。なお、参加範

囲は、事務局から提示された実証及び検証の実施計画を見て、会員が判断できるものと

する。 

３ 会員は、所定の退会届を事務局に提出することにより、退会することができる。 

４ 事務局は、最新の会員名簿を会員に提供するものとする。 

５ 会員の種別、会員資格の喪失、会員の期間等の会員に関する細則は役員会が定める。 

 

（事務局） 

第５条 本会は、株式会社 KDDI 総合研究所が主催者として事務局を運営し、当該事務局

を埼玉県ふじみ野市大原二丁目 1 番 15 号（株式会社 KDDI 総合研究所内）に置くもの

とする。 

２ 事務局は、適宜、総会を開催し、年度計画、ペルソナを利用した実証及び検証の実施

計画を提示し、会員の賛同を得て、本会としてペルソナを利用した実証及び検証を行う

ことができるものとする。 

３ 事務局は、ペルソナを利用した実証及び検証を行う際に、当該実証及び検証に参加す

る会員との間で個人情報の取扱い、業務分担等について別途定める合意書の締結を求め

ることができるものとする。 

４ 事務局は、会員が本規約に違反し、是正を勧告したにも関わらず、違反が解消しない

場合は、強制退会を申し渡すことができるものとする。 

 

（役員） 

第６条 本会には、次の役員を置くものとする。 

会長 １名、 副会長 1 名以上５名以下、 事務局長 1 名 

２ 会長及び副会長は、第８条に定める総会の議長を務めるほか、事務局及び会員に対し

て本会の運営について助言する。 

３ 事務局長は、本会を代表し、会務を統括する。 

 

（オブザーバー） 

第７条 本会は、オブザーバーの参加を認める。ただし、オブザーバーは事務局が承認し

た者とする。 

 



（総会） 

第８条 総会は、事務局が開催案内を全会員に展開して開催する。 

２ 総会では、本会に関する議論、本会全体向けの周知を行うことができるものとする。 

３ 総会では、第３条に関わる活動に関する事項を報告し、協議することができるものと

する。 

４ 事務局及び会員は、活動成果を総会で報告し情報共有に務めるものとする。 

 

（役員会） 

第９条 役員会は、事務局が開催案内を全役員に展開して開催する。 

２ 役員会は、以下の行為を行うものとする。 

１）本会の設立時規約の決定 

２）本会の会員に関する細則の決定 

３）役員の選任 

４）事務局の設置 

５）ワーキンググループの設置 

６）総会議題案の作成 

 

（費用負担） 

第１０条 本会への参加費は無料とする。 

２ 会員は、本会の活動に関わり、自己に発生する費用及び引き受けた分担業務に関わる

費用を負担する。 

３ 前項に定める以外に、本会の活動に関わる費用負担を会員に求める場合は、事務局が

総会に提案し、会員全員の賛成を得て行うものとする。 

 

（守秘義務） 

第１１条 会長、副会長、事務局及び会員であって秘密情報を受領する者（以下、「受領者」

という。）は、会長、副会長、事務局及び会員であって秘密情報を開示する者（以下、「開

示者」という。）から開示された秘密情報を善良なる管理者の注意をもって取扱わなけれ

ばならない。 

２ 受領者は、開示者から開示された秘密情報を本会の活動の遂行、及び自己の資源を利

用する事業展開の検討のためにのみ使用することができるものとする。 

３ 受領者は、開示者から開示された秘密情報を開示者の事前の書面による承諾なく、第

三者（受領者以外を意味する。）に開示してはならない。ただし、受領者は、開示者から

開示された秘密情報を、当該秘密情報を知るべき必要性を有するその役員、従業員、教

職員、弁護士等（以下、あわせて「自己関係者」という。）に開示しまたは使用させるこ

とができる。なお、受領者は、当該開示または使用に先立ち、契約、指示その他の方法



により、当該自己関係者に対して本規約に基づき自己が負う義務と同等の義務を課すも

のとし、当該自己関係者が当該義務に違反した場合には、自己が本規約に違反したもの

とみなされるものとする。 

４ 秘密情報のうち次のいずれかに該当することを証明しうる情報については、秘密情報

とせず、この限りではない。 

１）開示の時点で公知のもの、または開示の後に受領者の責に帰せざる事由により公知と

なったもの 

２）開示の時点で、受領者が既に保有していたもの 

３）開示者から開示された秘密情報によらず受領者が独自に開発したもの 

４）受領者が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

５）書面により事前に相手方の同意を得た情報 

６）法令又は裁判所の命令により開示を義務付けられた情報 

５ 個人情報保護法に定める個人情報となる個人データを開示することを意図した場合は、

開示前に開示先予定の受領者から、当該個人データの開示を受けることの同意を得るも

のとする。なお、個人情報の開示者及び受領者は、個人情報保護法の定めに従った扱い

及び管理を行うものとする。 

６ 事務局が JSTに行う本会の活動報告に開示者の秘密情報を入れる必要がある場合には、

当該開示者は、事務局の開示要望に対して第 3 項に定める承諾を前向きに検討するもの

とする。 

７ 第３条の活動実施のために、事務局が行う外部発表に開示者の秘密情報を入れる必要

がある場合には、当該開示者は、事務局の開示要望に対して第 3 項に定める承諾を前向

きに検討するものとする。 

８ 第５条第４項に定める強制退会を申し渡された会員は、開示者より請求のあったとき

は、受領した秘密情報を直ちに廃棄及び消去するものとする。この場合において、開示

者は、受領者が秘密情報を廃棄及び消去したことを証する文書の提出を当該会員に請求

することができるものとする。 

 

（権利の帰属、実施） 

第１２条 本会の活動を通じて取得した活動成果となる技術情報、ノウハウ、データ並び

に著作権や特許権、商標権及びそれらを受ける権利その他の一切の権利は、発明者等の

貢献者に帰属する。 

２ 秘密情報に基づき、発明、考案、創作をし、特許権、実用新案権、意匠権の出願手続

きを行う場合、その権利の帰属等について開示者と事前に協議しなければならない。 

３ 本会及び会員が取得した活動成果（退会した会員の活動成果を含む）は、本会の活動

のために無償で利用することができる。 

４ 本会及び会員が取得した活動成果（退会した会員の活動成果を含む）は、ペルソナを



利用する事業展開に対して、合理的妥当な条件で、事務局及び会員（本会終了時点で会員

であった者を含む）に対して提供するものとする。 

５ 本会が行うペルソナを利用した実証及び検証に係わり、ペルソナの利用方法及び利用

に関わる技術情報やノウハウに関する特許発明等の実施は、特許法第６９条に規定する特

許権の効力が及ばない範囲であるとみなす。 

 

（免責） 

第１３条 事務局は、法律に別段の定めがある場合を除き、名目の如何を問わず、会員が

本会に参加した結果、会員に生じた損害や不利益等について、何らの責任を負わないも

のとする。ただし、事務局にその損害の発生について故意または重過失が存在する場合

はこの限りではない。 

 

（期間） 

第１４条 本会の活動期間は、2021 年 10 月１日より 2025 年 3 月 31 日までとする。なお、

活動期間の延長は、2024 年 10 月を目途に総会において決定する。 

２ 本規約の有効期間は、前項の活動期間に従う。ただし、第１２条第２項（協議）の定

め及び第１１条に定める開示を受けた者の守秘義務は、退会及び本規約の有効期間後も、

本規約の有効期間後３年間を経過するまで有効に存続する。また、第１２条第３項（無

償利用）、第４項（活動成果の提供義務）、第５項（特許権の効力が及ばない範囲）、第１

６条第１項（準拠法）及び第１７条（合意管轄）の定めは、退会後も本規約の有効期間

後も無期限に存続する。 

３ 前項の定めに係わらず、第１１条第３項の定めが、退会後及び本規約の有効期間後も、

無期限に存続する。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第１５条 会員は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特

殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴力団員等」という。）

に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわ

たっても該当しないことを確約するものとする。 

１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的

をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると

認められる関係を有すること 



５）役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有すること 

２ 会員は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないこ

とを確約するものとする。 

１）暴力的な要求行為 

２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方

の業務を妨害する行為 

５）その他前各号に準ずる行為 

３ 会員が上記表明に反することが判明したときは、事務局は何らの催告をせず、会員に

強制退会を申し渡すものとする。会員はこれになんら異議を申し立てることができない

ものとする。 

 

（準拠法その他） 

第１６条 本規約の解釈・適用は、日本法に準拠する。 

２ 本規約に定めのない事項に関する口頭その他客観的証拠によって証明できない方法に

よる事業者及び会員間の合意は、その内容の如何を問わず効力を有しないものとする。 

 

（合意管轄） 

第１７条 会員は、本規約に関する訴訟については、東京地方裁判所及び東京簡易裁判所

をもって第一審の専属的な合意管轄裁判所とする。 

 

（補則） 

第１８条 本規約の改正は、事務局の提案（開催案内に添付）により総会での出席会員の

過半数の賛成により決定し、その発効は決定の２週間後とする。 

 

（その他） 

第１９条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、事務局が細則

において定めることができるものとする。 

 

（附則） 

この規約は、2021 年 10 月 1 日より施行する。 

 

（変更履歴） 

2024年 3月 18日の総会における決定により以下のように規約を変更する。 



・変更前 

（期間） 

第１４条 本会の活動期間は、2021 年 10 月１日より 2024 年 3 月 31 日までとする。

なお、活動期間の延長は 2023 年 10 月を目途に総会において決定する。 

・変更後 

（期間） 

第１４条 本会の活動期間は、2021 年 10 月１日より 2025 年 3 月 31 日までとする。

なお、活動期間の延長は 2024 年 10 月を目途に総会において決定する。 

 

 

 

  



 

異業種ペルソナマーケティング AI推進協議会 会員細則 

 

（会員資格） 

１． 異業種ペルソナマーケティング AI推進協議会（以下「本会」）の目的に賛同し、本

会の研究活動に参画しようとする者は、役員会の承認を得て、会員となることがで

きる。 

 

（会員の種別） 

２． 会員の種別は次の通りとする。 

①  正会員（法人） 

②  正会員（個人） 

 

（会員の権利と義務） 

３． 会員期間は 2025年 3月 31日までとする。ただし、本会規約が改正された場合はこ

の限りではない。 

４． 会員は、実証実験・事業化検討ＷＧまたは技術開発 WGに参加することができる。 

 

（会員資格の喪失） 

５． 会員は、次の場合に、役員会の議決に基づき、会員資格を喪失する。 

① 本会の目的に反する行為により、秩序を乱す、または名誉・品位を著しく傷つ

けた場合 

② 会員が退会を申し出た場合 

 

（申込） 

６． 会員になろうとする者は、次の事項を記載した申込書を事務局に提出しなければな

らない。 

① 氏名（法人の場合は、法人名と担当者の氏名） 

② 会員の種別 

③ 申込日 

④ 住所、E-mailアドレス、電話番号 

 

2024年 3月 18日 役員会承認 

2021年 10月 12日 役員会承認 

 

 



 

 

【変更履歴】 

・変更前 

（会員の権利と義務） 

３． 会員期間は 2024 年 3 月 31 日までとする。ただし、本会規約が改正された場合は

この限りではない。 

・変更後 

（会員の権利と義務） 

３． 会員期間は 2025 年 3 月 31 日までとする。ただし、本会規約が改正された場合は

この限りではない。 

 


